
  

 

事業所得の税額控除 

～賃上げ促進税制と投資促進税制～ 

 

 今年も所得税の確定申告シーズンを迎えました。 

 そこで、今回は主に個人事業主様に使える事業所得税の税額控除制度を２つご紹介します。所得税の税

額控除制度につきましては、様々な制度がありますが、今回紹介する、「賃上げ促進税制」と「中小企業者の

投資促進税制」につきましては、比較的使い勝手のよい制度となっています。 

 また、同様の税額控除制度が法人税にも措置されていますので、法人経営者様も、是非お目通しください。 

  

賃上げ促進税制（中小事業者版） 

 

これまでは、「所得拡大促進税制」と呼ばれてい

たものが、「賃上げ促進税制」として、より使いやす

く制度が改められました。 

 中小事業者が、国内雇用者に対して給与等を支

給する場合で、前年比で 1.5%以上給与等支給額

が増えた場合には、一定の要件を満たして確定申

告をすることにより、所得税について税額控除を受

けることができます。 

 この税額控除は、通常の場合のほか、上乗せ措

置も用意されています。 

 

【要件（通常の場合）】 

 中小事業者が、前年比で 1.5%増となる給与を支

給していること。この 1.5%増は企業全体の給与支給

額で算定しますので、必ずしも従業員個々人に対

しての支給額が増加する必要はありません。個々

人に対する給与のベースアップ等がなくても、従業

員が増えたことによって給与総額が増えた場合でも

対象となります。 

 

【税額控除額（通常の場合）】 

 給与等支給増加額×15%が税額控除の対象とな

ります。ただし、事業所得に対する所得税額の 20%

が上限です。 

 

【要件（上乗せ措置）】 

 

要件① 

 前年比で 2.5%増となる給与を支給していること 

要件② 

 教育訓練費が前年と比べて 10%以上増加してい

ること 

         又は 

 中小企業等経営強化法に基づく経営力向上計

画の認定を受けており、経営力向上計画に基づき

経営力向上が確実に行われたことにつき証明がさ

れていること 

 

【税額控除額（上乗せ措置）】 

給与等支給増加額×25%が税額控除の対象となり

ます。ただし、通常の場合と同様に、事業所得に対

する所得税額の 20%が上限です。 
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中小企業者が機械等を取得した場合の特別控除 

 

 青色申告書を提出する中小企業者が、令和 5 年

3 月 31 日までに、次の特定機械装置等（新品のも

の）を取得した場合には、その特定機械装置等の

取得価額の 7%に相当する金額が所得税額から控

除されます。ただし、事業所得税額の 20%が上限と

なり、控除できなかった金額については、翌年に繰

り越して翌年の所得税額から控除することができま

す。 

 

【特定機械装置等】 

① 機械および装置で 1 台または 1 基の取得価額

が 160 万円以上のもの 

② 製品の品質管理の向上等に資する測定工具

および検査工具で、1 台または 1 基の取得価額

が 120 万円以上のもの 

③ 上記 2 に準ずるものとして測定工具および検査

工具の取得価額の合計額が 120 万円以上であ

るもの 

④ ソフトウェアで次のいずれかのもの 

・ソフトウェアの取得価額が 70 万円以上のもの 

 

・その事業年度において事業の用に供したソフ

トウェアの取得価額の合計額が 70 万円以上の

もの 

⑤ 車両および運搬具のうち一定の普通自動車で、

貨物の運送の用に供されるもののうち車両総重

量が 3.5 トン以上のもの 

⑥ 内航海運業の用に供される船舶 

 

 なお、この制度には、業種による制限が設けられ

ています。幅広い業種が制度の対象となっていま

すが、娯楽業、性風俗関連特殊営業に該当する事

業などの一部の業種については対象外となってい

ます。 

 

また、この「中小企業者が機械等を取得した場合

の税額控除」は、「中小企業者が機械等を取得した

場合の特別償却」との選択適用となります。 

 特別償却とは、取得価額の 30%の特別償却費を

通常の減価償却費に上乗せするものです。 

 企業様の状況によってどちらの制度を使うかによ

って有利不利がありますので、ご不明な点はご相

談ください。 

 

 

まとめ 

 

 税額控除は、所得に対する所得税から直接控除

されるため、扶養控除や生命保険料控除といった

所得控除より節税効果の高い制度となっています。 

 また、適用時期が限られている制度もありますの

で、計画的に利用したいですね。 
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